
 

 

 

 

｢指定通所介護｣ 

重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

当事業所はご利用者に対して指定通所介護のサービスを提供します。事業所の概要や提供

されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 

 

 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定さ

れた方が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービ

スの利用は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デイサービスセンター いなの里 

〒３００－２３４４ つくばみらい市長渡呂新田８４０－２ 

ＴＥＬ ０２９７－５７－１２２３ 

ＦＡＸ ０２９７－５７－１２８０ 

 

 

２０２２年１０月版 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（茨城県指定 第０８７４０００１０２号） 



１．事業者 

（１）法人名    社会福祉法人 青洲会 

（２）法人所在地  茨城県土浦市神立町字前原４４３－４ 

（３）電話番号   ０２９－８３２－３５５０ 

（４）代表者氏名  理事長 平塚 進 

（５）設立年月   平成１１年３月 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の種類   指定通所介護事業所・平成１２年６月３０日指定 

                      （令和２年７月１日指定更新）  

            茨城県 ０８７４０００１０２号  

            ※当事業所は特別養護老人ホーム いなの里に併設されています。 

（２）事業所の目的   指定通所介護事業所は、介護保険法令に従い、ご利用者が、その有する能

力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援す

ること、又は生活機能の維持及び向上することを目的として、ご利用者に、

通所介護サービスを提供します。 

（３）事業所の名称   デイサービスセンター いなの里 

（４）事業所の所在地  茨城県つくばみらい市長渡呂新田８４０－２ 

（５）電話番号     ０２９７－５７－１２２３ 

（６）ホームページ   http://www.inanosato.com/ 

（６）事業所長（管理者）氏名 沼尻 和博 

（７）当事業所の運営方針  在宅介護の負担軽減 

              その方個人に合わせた、個別介護サービスの提供 

（８）開設年月     平成１２年７月１日 

（９）通常の事業の実施地域  つくばみらい市・取手市・守谷市・つくば市 

（10）営業日及び営業時間 

営業日 月～土曜日・祝日 休日 日曜日・１月１日～３日 

営業時間 ８：００ ～ １８：００ 

サービス提供時間 
月～土曜日・祝日 

９：００ ～ １６：００ 

（11）利用定員    ５０ 名  



３．職員の配置状況 

当事業所では、ご利用者に対して指定通所介護サービスを提供する職員として、以下の職種の職員

を配置しています。 

〈主な職員の配置状況〉※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職  種 指定基準 

１．事業所長(管理者) １名 

２．介護職員  ９名以上 

３．生活相談員 ２名以上  

４．看護職員 １名以上  

５．機能訓練指導員 １名以上 

 

４．当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額を負担いただく場合 

があります。 

 

（１）介護保険の給付の対象になるサービス 

以下のサービスについては、利用料金の９割若しくは８割又は７割が介護保険から給付されます。 

 ※平成２７年８月より、一定以上の所得者として、同一世帯の第１号被保険者の年金収入＋その他

の収入の合計所得金額が単身２８０万、２人以上世帯３４６万以上の方は２割負担となります。 

 ※平成３０年８月より、一定以上の所得者として、同一世帯の第１号被保険者の年金収入＋その他

の収入の合計所得金額が単身３４０万、２人以上世帯４６３万以上の方は３割負担となります。 

〈サービスの概要〉 

① 食事（但し、食材料費・調理費等は別途いただきます。） 

・当事業所では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びにご利用者の身体の状況及び嗜

好を考慮した食事を提供します。 

・ご利用者の自立支援のため離床して食堂にて食事を摂っていただくことを原則としています。 

② 入浴 

・入浴又は清拭を行います。寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することができます。 

③ 排泄 

・ご利用者の排泄の介助を行います。 

④ 送迎 

・送迎が必要な場合は、ご自宅と事業所との間の送迎を行います。 

 

 



⑤ 機能訓練 

・機能訓練指導員により、ご利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能

の回復またはその減退を防止するための訓練を実施します。 

⑥ その他 

・通所介護計画に基づき、必要な日常生活上の支援等を行います。 

 

〈介護サービス利用料金（1 回あたり）〉 

下記の料金表によって、ご利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額

を除いた金額（自己負担額）をお支払ください。 

 

 【サービス提供時間 ３時間以上４時間未満】 

ご利用者要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

通常規模型 ３６８円 ４２１円 ４７７円 ５３０円 ５８５円 

大規模型（Ⅰ） ３５６円 ４０７円 ４６０円 ５１１円 ５６５円 

大規模型（Ⅱ）  ３４３円 ３９３円 ４４４円 ４９３円 ５４６円 

 

 【サービス提供時間 ４時間以上５時間未満】 

ご利用者要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

通常規模型 ３８６円 ４４２円 ５００円 ５５７円 ６１４円 

大規模型（Ⅰ） ３７４円 ４２８円 ４８４円 ５３８円 ５９４円 

大規模型（Ⅱ）  ３６０円 ４１２円 ４６６円 ５１８円 ５７２円 

 

 【サービス提供時間 ５時間以上６時間未満】 

ご利用者要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

通常規模型 ５６７円 ６７０円 ７７３円 ８７６円 ９７９円 

大規模型（Ⅰ） ５４１円 ６４０円 ７３９円 ８３６円 ９３５円 

大規模型（Ⅱ）  ５２２円 ６１７円 ７１２円 ８０８円 ９０３円 

 

 【サービス提供時間 ６時間以上７時間未満】 

ご利用者要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

通常規模型 ５８１円 ６８６円 ７９２円 ８９７円 １，００３円 

大規模型（Ⅰ） ５６１円 ６６４円 ７６６円 ８６７円 ９６９円 

大規模型（Ⅱ）  ５４０円 ６３８円 ７３６円 ８３５円 ９３４円 

 

 

 

 

 



 【サービス提供時間 ７時間以上８時間未満】 

ご利用者要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

通常規模型 ６５５円 ７７３円 ８９６円 １，０１８円 １，１４２円 

大規模型（Ⅰ） ６２６円 ７４０円 ８５７円   ９７５円 １，０９２円 

大規模型（Ⅱ）  ６０４円 ７１３円 ８２６円   ９４１円 １，０５４円 

 

 【サービス提供時間 ８時間以上９時間未満】 

ご利用者要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

通常規模型 ６６６円 ７８７円 ９１１円 １，０３６円 １，１６２円 

大規模型（Ⅰ） ６４４円 ７６１円 ８８１円 １，００２円 １，１２２円 

大規模型（Ⅱ）  ６２０円 ７３３円 ８４８円   ９６５円 １，０８１円 

前年度の１月当たりの平均利用延人員数によって報酬区分が変わります。 

３００人を超え７５０人以内の場合 ・・・ 通常規模型事業所 

７５０人を超え９００人以内の場合 ・・・ 大規模型事業所（Ⅰ） 

９００人を超える場合       ・・・ 大規模型事業所（Ⅱ） 

※ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支払い

いただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償

還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとな

る場合、保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付し

ます。 

☆ ご利用者に提供する食事の材料に係る費用及び調理費等は別途いただきます。 

（下記（２）②・③参照） 

☆ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご利用者の負担額を変更

します。 

☆ 前頁介護保険一部負担額に含まれていない加算・減算（条件に当てはまった際に算定します。） 

加算名 単位数 概要 

時間延長サービス加算 ５０円 ９時間以上１０時間未満 

１００円 １０時間以上１１時間未満 

１５０円 １１時間以上１２時間未満 

２００円 １２時間以上１３時間未満 

２５０円 １３時間以上１４時間未満 

入浴介助加算 （Ⅰ） 

４０円／日 

入浴介助を適切に行う事ができる人員及び設備を有

して、入浴介助を行う場合。 

（Ⅱ） 

 ５５円／日 

① 入浴介助を適切に行う事ができる人員及び設備 

を有して、入浴介助を行う場合。 

② 医師等がご利用者の居宅を訪問し、浴室の環境 

   等を評価した結果、ご利用者自身又はご家族の 

介助により入浴を行う事が難しい環境にある場 

合、介護支援専門員・福祉用具専門相談員と連 



携し、福祉用具の貸与・購入・住宅改修等の環 

境整備に係る助言を行っている場合。 

③ 機能訓練指導員等が共同して、ご利用者の居宅 

を訪問した医師等と連携の下で、身体の状況や 

居宅の浴室の環境等を踏まえた個別の入浴計画 

を作成し、当該計画に基づき、ご利用者の居宅の

状況に近い環境にて入浴介助を行っている場合。 

個別機能訓練加算 （Ⅰ）イ 

５６円／日 

① 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法

士等を１名以上配置している場合。 

② 機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相

談員その他の職種の者が共同して、ご利用者ご

とに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基

づき、計画的に機能訓練を行っている場合。 

③ 個別機能訓練計画作成にあたっては、ご利用者

の心身の状況に応じて、身体機能及び生活機能

の向上を目的とする機能訓練の項目を柔軟に設

定し、その実施にあたっては、５人程度以下の

小集団又は個別で行っている場合。 

④ 機能訓練指導員等がご利用者の居宅を訪問した

上で個別機能訓練計画を作成し、その後３月ご

とに１回以上ご利用者の居宅を訪問の上、機能

訓練の内容と計画の進捗状況等を説明し、必要

に応じて訓練内容の見直しを行っている場合。 

（Ⅰ）ロ 

８５円／日 

（Ⅰ）イの要件に加えて、サービス提供時間帯を通

じて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士等を１名以上配置している場合。 

（Ⅱ） 

２０円／月 

個別機能訓練加算（Ⅰ）に加えて、個別機能訓練計

画等の内容を厚生労働省に提出し、フィードバック

を受けている場合。 

栄養アセスメント加算 ５０円／月 

口腔・栄養スクリ

ーニング加算（Ⅰ）

及び栄養改善加算

を算定している場

合は算定不可 

① 管理栄養士を１名以上配置している場合。 

② ご利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職

員、生活相談員その他の職種の者が共同して栄養

アセスメントを実施し、ご利用者またはご家族に

対して結果を説明し、必要に応じて相談等に対応

している場合。 

③ ご利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省 

に提出し、栄養管理の適切かつ有効な実施のた 

めに必要な情報を活用している場合。 

栄養改善加算 ２００円／回 

月２回まで 

① 管理栄養士を１名以上配置している場合。 

 



② 低栄養状態等のご利用者に対して、計画を作成

し改善に向けてサービスを行なうとともに、栄

養状態を定期的に記録している場合。 

③ ご利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期

的に評価している場合。 

④ 必要に応じ居宅を訪問している場合。 

口腔機能向上加算 （Ⅰ） 

１５０円／回 

３月以内 

月２回まで 

① 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以 

上配置している場合。 

② ご利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言 

語聴覚士等が共同して、個別の口腔機能改善管 

理指導計画を作成しサービスを行っているとと 

もに、計画の進捗状況を定期的に記録している 

場合。 

（Ⅱ） 

１６０円／回 

３月以内 

月２回まで 

口腔機能向上加算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改

善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、口

腔衛生の適切かつ有効な実施のために必要な情報を

活用している場合。 

中重度者ケア体制加算 ４５円／日 ① 指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員

数に加え、介護職員又は看護職員を常勤換算方

法で２名以上確保している場合。 

② 前年度又は算定日が属する月の前３月間のご利

用者の総数のうち、要介護３以上のご利用者の

占める割合が３０％以上の場合。 

③ 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該

指定通所介護の提供に当たる看護職員を１名以

上確保している場合。 

認知症加算 ６０円／日 ① 指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員

数に加え、介護職員又は看護職員を常勤換算方

法で２名以上確保している場合。 

② 前年度又は算定日が属する月の前３月間のご利

用者の総数のうち、認知症高齢者の日常生活自

立度Ⅲ以上のご利用者の占める割合が２０％以

上の場合。 

③ 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該

指定通所介護の提供に当たる認知症介護指導研

修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護

実践者研修等を終了した者及び専門性の高い看

護師を１名以上確保している場合。 

 

 



若年性認知症利用者受

入加算 

６０円／日 受け入れた若年性利用者ごとに個別の担当者を定め

ている場合。 

※認知症加算を算定している場合は、算定しない。 

生活機能向上連携加算 

 

（Ⅰ） 

１００円／月 

３月に１回を限度 

訪問・通所リハビリテーションを実施している事業

所又はリハビリテーションを実施している医療提供

施設の理学療法士等や医師からの助言を受けること

ができる体制を構築し、助言を受けた上で、機能訓

練指導員等が生活機能の向上を目的とした個別機能

訓練計画を作成している場合。 

（Ⅱ） 

２００円／月 

個別機能訓練加算

を算定している場

合は１００円／月 

訪問・通所リハビリテーションを実施している事業

所又はリハビリテーションを実施している医療提供

施設の理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師

が、通所介護事業所を訪問して行う場合。 

ADL 維持等加算 （Ⅰ） 

３０円／月 

評価対象利用期間が６月を超えるご利用者につい

て、以下の要件を満たした場合 

① 総数が１０名以上である場合。 

② 全員について、利用開始月と当該月の翌月から 

起算して６月目において、Barthel Index（ADL

の評価にあたり、１０項目を１００点満点として

評価するもの）を適切に評価できる者が ADL 値

を測定し、測定日の属する月ごとに厚生労働省へ

提出している場合。 

③ 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測

定した ADL 値から利用開始時に測定した ADL

値を控除し、初月の ADL 値や要介護認定の状況

等に応じた値を加えて得た値（調整済 ADL 利得）

について、上位及び下位それぞれ１割の方を除い

たご利用者の調整済 ADL 利得の平均が１以上で

ある場合。 

（Ⅱ） 

６０円／月 

ADL 維持等加算（Ⅰ）の①②の要件を満たし、③に

ついては、平均が２以上である場合。 

口腔・栄養 

スクリーニング加算 

（Ⅰ） 

２０円／回 

６月に１回を限度 

ご利用者に対し、利用開始時及び利用中６か月ごと

に口腔の健康状態及び栄養状態について確認を行

い、当該情報を介護支援専門員に提供している場合。 

（Ⅱ） 

５円／回 

６月に１回を限度 

栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定しているご

利用者に対して、健康状態と栄養状態のいずれかの

確認を行い、当該情報を介護支援専門員に提供して

いる場合。 

 



送迎減算 ▲４７円／片道 ご利用者に対して、その居宅と指定通所介護事業所

との間の送迎を行わない場合。 

サービス提供体制強化

加算 

（Ⅰ） 

２２円／回 

以下のいずれかに該当する場合 

① 介護福祉士が７０％以上配置されている場合。 

② 勤続１０年以上の介護福祉士が２５％以上配置

されている場合。 

（Ⅱ） 

１８円／回 

介護福祉士が５０％以上配置されている場合。 

 

（Ⅲ） 

６円／回 

以下のいずれかに該当する場合 

① 介護福祉士が４０％以上配置されている場合。 

② 勤続年数７年以上の者が３０％以上配置されて

いる場合。 

科学的介護推進 

体制加算 

４０円／月 ① ご利用者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔機能、

認知症の状況等の情報を、厚生労働省に提出して

いる場合。 

② 必要に応じてサービス計画を見直すなど、上記の

情報その他サービスを適切かつ有効に提供する

ために必要な情報を活用している場合。 

介護職員処遇改善加算 （Ⅰ） 

所定単位数× 

５．９％ 

（小数点以下 

   四捨五入） 

右記の要件を満た

した場合算定。 

① 賃金改善に要する費用の見込み額が、介護職員

処遇加算の算定見込み額を上回る賃金改善に関

する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措

置を講じている場合。 

② 算定額に相当する賃金改善を実施した場合。 

③ ①の賃金改善に関する計画並びに実施期間、実

施方法、その他介護職員の処遇改善の計画等を

記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全

ての介護職員に周知し都道府県知事に届け出て

いる場合。 

④ 事業年度毎に介護職員の処遇改善に関する実績

を都道府県知事に報告した場合。 

⑤ 算定日が属する月の前１２月間において、労働

基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金法、

労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関

する法令に違反し、罰金以上の刑に処させてい

ない場合。 

⑥ 労働保険料の納付が適正に行われている場合。 

⑦ a 介護職員の任用の際における職責又は職務 

  内容等の要件を定めている場合。 

b a の要件について書面をもって作成し、全て

の介護職員に周知している場合。 



c 介護職員の資質の向上の支援に関する計画 

  を策定し、当該計画に係る研修の実施又は、 

  研修の機会を確保している場合。 

d c についてすべての介護職員に周知している

場合。 

⑧ 平成２７年４月から③の届出の属する月の前月

までに実施した介護職員の処遇改善の内容及び

当該介護職員の処遇改善に要した費用をすべて

の介護職員に周知している場合。 

介護職員等特定処遇 

改善加算 

（Ⅰ） 

所定単位数× 

１．２％ 

（小数点以下 

   四捨五入） 

右記の要件を満た

した場合算定。 

① 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれか 

  を算定している場合。 

② 職場環境要件について、「資質の向上」、「労働環

境・処遇の改善」、「その他」の区分で、それぞれ

１つ以上取り組んでいる場合。 

③ 介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホ

ームページの掲載等を通じた見える化を行って

いる場合。 

④ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算

定している場合。 

介護職員等特定処遇 

改善加算 

（Ⅱ） 

所定単位数× 

１．０％ 

（小数点以下 

   四捨五入） 

右記の要件を満た

した場合算定。 

①介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれか 

 を算定している場合。 

②職場環境要件について、「資質の向上」、「労働環境・ 

 処遇の改善」、「その他」の区分で、それぞれ１つ 

 以上取り組んでいる場合。 

③介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホ

ームページへの掲載等を通じた見える化を行って

いる場合。 

介護職員等ベースアッ

プ等支援加算 

所定単位数× 

１．１％ 

（小数点以下 

   四捨五入） 

①介護職員処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれか 

 を算定している場合。 

 

 

☆ 施設の地域区分が７級地となり、一部負担額へ１０．１４円を乗じたうちの１割若しくは２割又

は３割が自己負担額となります。（１円未満切捨て） 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

以下のサービスは、利用料金の全額が自己負担となります。 

〈サービスの概要と利用料金〉 

① デイサービスセット（連絡ファイル・連絡袋・名札等、初回時のみ） 

３００円（連絡ファイル・連絡袋の交換・紛失等にも各１００円がかかります。） 



② 食材料費 

ご利用者に提供する食事の材料にかかる費用です。 

料金：昼食（おやつ込１食あたり）  ５００円 

 

③ 調理費等 

ご利用者に提供する食事の提供にかかる費用です。 

料金：昼食（おやつ込１食あたり）  ２００円 

※上記（②・③）以外の特別な食事にかかる食材料費、調理費等については別途実費にてご負担

頂きます。 

④ 喫茶店 

ご利用内容を実費請求させていただきます。 

⑤ 手工芸・園芸等のクラブ活動費及び材料費 

ご利用者の希望により手工芸・園芸クラブ等に参加していただくことができます。費用等

は実費となります。 

⑥ 日常生活用品費 

日常生活品については持ち込んでいただいて結構です。ご契約者からの希望により利用した場

合については、次のとおりその費用をご負担いただきます。 

１）口腔ケアにかかる用品費 

ⅰ．歯磨きセット   ５０円／回 

ⅱ．入れ歯洗浄剤等  ５０円／回 

２）髭剃り（Ｔ字・電気シェーバー）使用料 

ⅰ．Ｔ字髭剃り    ５０円／回 

ⅱ．電気シェーバー  ５０円／回（ネット・替え刃等含む） 

３）日常消耗品（リンス、シャンプー、ボディソープ、洗顔石鹸、その他必要な消耗品・物品

などを含む）は施設でご用意させて頂いているもの以外をご希望の場合は、別途実費負担

となります。 

⑦ 理髪代 

理髪店等の出張による理髪サービス（移動美容室：実費） 

⑧ 文書発行・手続代行等手数料 

法令上、施設が義務化されているもの以外の各種文書発行、各種行政手続等代行手数料、

又は領収証の再発行：１件１，０００円 

⑨ 複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要とす

る場合には実費をご負担いただきます。複写料金：２０円／枚 

⑩ 行事参加費 

実費負担となります。（施設外行事交通費・入場料等） 

⑪ オムツ代 

尿取りパット １００円 

紙おむつ   １５０円 

紙パンツ   １５０円 



⑫ 衣服代 

衣服については、各自で着替え等をご用意していただきます。 

やむを得ない理由により貸服をご利用になる場合は実費負担となります。 

 

⑬ 通常の事業実施地域外への送迎 

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合

は、お住まいと事業実施地域内との間の送迎費用として、下記料金をいただきます。 

５０円／ｋｍ 

☆ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあ 

   ります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う１か月前までに 

         ご説明します。 

 

（３）利用料金のお支払方法 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し、ご請求しますので、以下のいずれかの方

法でお支払い下さい。（１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計

算した金額とします。） 

ア．ゆうちょ銀行（郵便局）による自動振替（毎月２５日に引落し） 

イ．上記以外の金融機関による自動振替（毎月２７日に引落し） 

ウ．下記指定口座への振り込み 

常陽銀行  伊奈支店 普通預金  １１９３２２８ 

☆ ご契約者によるサービス料金の支払いが、２ヶ月以上遅延し相当期間定めた催告にもかかわら 

   ずお支払いがされなかった時、契約を解除させて頂く場合があります。 

☆ 引落しの手続きにはお時間がかかる場合がございます。お手続き完了までは振込にてお支払い 

   ください。 

 

（４）利用の中止、変更、追加 

○ 利用予定日の前に、ご契約者の都合により、通所介護サービスの利用を中止又は変更、もしく 

   は新たなサービスの利用を追加することができます。この場合にはサービスの実施日の前日ま 

   でに事業者に申し出てください。 

○ 利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取消 

   料として下記の料金をお支払いただく場合があります。但しご利用者の体調不良等正当な事由 

   がある場合は、この限りではありません。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 
当日の利用料金の１０％ 

（自己負担相当額） 

○ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼動状況によりご利用者の希望する期 

   間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 

 

 



５．緊急時等の対応について 

サービス提供時に利用者の病変等その他緊急事態が生じた場合、速やかに家族・主治の医師等

に連絡するなどの措置を講ずるとともに、管理者へ報告をする。 

 

６．非常災害対策 

  事業所は非常災害に関する具体的な計画を立てておくとともに、非常災害に備えるため定期 

     的に避難誘導その他必要な訓練を行うものとする。訓練の実施については少なくとも年２回 

   以上行うものとする。 

 

７．苦情処理について 

   提供した通所介護に関するご利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付 

   窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、ご利用者又はご家族に対する 

   説明、記録の整備、その他必要措置を講ずるものとする。 

 

（１）当事業所における苦情の受付 

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

○苦情受付窓口（担当者） 松丸 留美子 

電話番号：０２９７－５７－１２２３ 

○受付時間   毎週 月曜日～土曜日 ９：００～１８：００ 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

つくばみらい市役所 

介護福祉課 

所在地 ：つくばみらい市福田１９５ 

電話番号：０２９７－５８－２１１１ 

国民健康保険団体連合会 
所在地 ：水戸市笠原町９７８番地２６ 

電話番号：０２９－３０１－１５６５ 

茨城県社会福祉協議会 
所在地 ：水戸市千波町１９１８番地 

電話番号：０２９－２４１－１１３３ 

 

８．個人情報の保護について 

○ご利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」等を遵守し適切な取り扱いに努め

るものとする。 

 ○ご利用者の個人情報については、介護サービスの提供以外の目的では原則的に使用しないものと 

  し、外部への情報提供については必要に応じてご利用者又はその代理人の了承を得るものとする。 

 

 

 



９．虐待防止に関する事項について 

 ○ご利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため、従業者に対する研修の実施、ご利用者及びご家族

からの苦情処理体制の整備等の必要な措置を講ずるものとする。 

 ○サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者による虐待を受けたと思われる利用者を発見し 

  た場合は、速やかに市町村に通報するものとする。 

 

１０．介護サービス情報の公表 

介護保険は「利用者本位」「高齢者の自立支援」｢利用者による選択（自己決定）｣を基本理念と

しております。介護サービス情報の公表は、こうした介護保険の基本理念を現実のサービス利用

場面において実現することを支援するしくみです。 

･  地域にあるすべての事業所について、同じ項目を比較・検討できます。 

･  公表される情報はすべて、いつでも誰でも自由に入手することができます。 

･  家族をはじめ、介護支援専門員や介護相談員などと同じ情報を共有でき、サービス利用のお

ける相談がしやすくなります。 

･  事業所が公表している情報と、実際のサービス利用場面で行なわれる事実比較できるので、

利用しているサービスの状況がいつでも確認できます。 

･  中立性・公平性、調査の均質性を確保するため、都道府県（またはその指定機関等）が実施 

   主体となります。 

･  情報公表アクセス先 

http://www.kaigokouhyou.jp/kaigosip/Top.do?PCD=08 

 

１１．サービスの第三者評価の実施状況について 

  事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行って 

  います。 

第三者による評価

の実施状況 

１ あり 

実施日  

評価機関名称  

結果の開示 １ あり   ２ なし 

２ なし 

http://www.kaigokouhyou.jp/kaigosip/Top.do?PCD=08


  年  月  日 

 

 

指定通所介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いまし

た。 

 

デイサービスセンター いなの里 

説明者氏名                  ㊞ 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定通所介護サービスの提

供開始に同意しました。 

 

ご利用者住所 

氏   名                ㊞ 

 

ご契約者住所 

氏   名                ㊞ 

 

 

 

※この重要事項説明書は、厚生労働省令の規程に基づき利用申込者またはその家族

への重要事項説明のために作成したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


